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※5つ挙げてください。（必須）
※すべての課題について選定理由をご記入ください。

行政から見た在宅療養推進のための課題

専門職と地域の連携による支え合い

患者家族を取り巻く環境には、医療・介護関係者だけで
なく、地域の方々がいる。そうした地域資源と呼ばれる
方々の活動は、患者家族への精神的な支えとなり、地域
で支えられている安心感を生む。区では、地域包括ケア
システムの確立に向け、専門職と地域資源の協働を検討
していくことが必要である。

区民への周知啓発
（アドバンス・ケア・プランニングの普及）

区では、区民が在宅療養を一つの選択肢として考えられ
るよう、講演会、ガイドブック等を通し、区民に在宅療
養全般について普及啓発を行ってきた。国においては、
平成30年にアドバンス・ケア・プランニングの概念をま
とめたリーフレットを作成し、国・地方自治体・民間企
業等が一体となって周知・啓発していく必要があると示
している。このようなことから、区民が自身の最期を考
え、本人・家族・医療・介護関係者と共有することを促
し、本人の望む最期を選択できることにつながるよう、
区としても普及していくことが必要である。

課題 その課題を選んだ理由

在宅療養を担う人材の確保

区において、年間在宅看取り件数は、2015年の480件か
ら、2025年には、924件になると推測されている。この
ような急激な在宅サービス需要の増加に対応するために
は、在宅療養に関わる専門職を増やすことが必要であ
る。（かかりつけ医が最期まで自身の患者を診られる体
制の整備等）

24時間対応サービス事業者の負担軽減

在宅療養を支える24時間対応サービス事業者には、肉体
的、精神的な負担が大きい。必要な医療・介護を受けら
れる体制を持続的に提供できるようにするためには、そ
れらのサービス事業者の負担を軽減することが必要であ
る。

ＩＣＴを使った情報共有

病院で入院している状況に比べ、在宅療養では多くの
サービス事業者が関わる。そのため、場面にあった情報
共有の手段を選択する必要がある。ＩＣＴはこれまでの
電話、ＦＡＸ、連絡ノート等の手段がそれぞれ抱えてい
た短所に対し、「即時性」「効率性」に秀でた情報共有
の手段として活用することが可能である。在宅療養を選
択する患者の安心のため、ＩＣＴを使った情報共有をさ
らに普及していくことが必要である。
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